
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 現状把握 

◆経営比較分析表による全国類似団体との比較 

経営比較分析表を使用して、下水道事業における収益性・効率性・健全性・施設の老朽化状況の 4

つの観点から分析を行いました。 

 

 

 公共下水道 

・一般会計からの基準外

繰入金が投入されてい

るため、経常収支比率が

高い。 

・経費回収率が 100％以

下であることから、汚水

処理費用を使用料で賄

えていない。 

・処理場の老朽化が進ん

でいる。 

農業集落排水 

・一般会計からの基準外

繰入金が投入されてい

るため、経常収支比率が

高い。 

・経費回収率が 100％以

下であることから、汚水

処理費用を使用料で賄

えていない。 

・処理場の老朽化が進ん

でいる。 

 

 

▼表-1 経営指標による全国類似団体との比較（R4） 

 

真岡市下水道事業経営戦略 【概要版】 （令和７年度―令和 16 年度） 

1 2 

2 将来の事業環境 

◆有収水量と使用料収入の見通し 

本市の行政人口は平成 21 年度をピークに減少 

しており、その傾向は将来も続くことが予測され 

ています。 

行政人口の減少に伴い将来の有収量及び下水道 

使用料収入も減少していく見込みです。 

 

公共下水道においては、人口減少に伴い緩やか 

に使用料収入も減少していく見込みで、令和５年 

度実績では、694 百万円の収入がありますが、 

計画期間の令和 16 年度の予測は 674 百万円と 

なり、使用料収入は約２0 百万円減少する見込み 

です。 

農業集落排水においては、令和５年度実績では、 

93 百万円の収入となりますが、計画期間の令和 

16 年度の予測は 86 百万円であり、使用料収入 

は約７百万円減少する見込みです。 

下水道使用料の収入減少が進行すると下水道施 

設の維持費用不足が見込まれ、定期的に見直しを 

実施する必要があります。 

 

 

▲図-2 将来の有収水量及び使用料収入の予測結果 

 ※令和元年度に使用料収入が急激に落ち込んだ理由として、公営企

業法を適用する前年度であり、打ち切り決算を行ったために、４、
５月の使用料収入が含まれていないことによります。 

公共下水道 

農業集落排水 

◆財源計画 

下水道事業の会計は独立採算制を基本としており、営業活動に係 

る収益的収入は、使用料収入と一般会計繰入金を主な収入源として 

います。 

また、施設の建設や更新などの投資による資本的収入は、企業債 

や国庫補助金などを主な財源としており、各計画に基づいた計画的 

な投資を行っています。 

 一般会計繰入金のうち、基準外繰入金が投入されていることから 

安定した経営のためには、今後も繰入額を見直していく必要があります。 

 

建設・改良費の財源
（資本的的収入）

企業債

国庫補助金

受益者負担金

一般会計繰入金

維持管理費の財源
（収益的収入）

下水道使用料

雨水処理負担金

一般会計繰入金

その他収益

◆企業債の見通し 

公共下水道事業の投資額は、真岡市下水道 

ストックマネジメント計画に基づき算出して 

おり、大規模な整備がなく、水処理センター 

を計画的に長寿命化する投資を返済額が上回 

ることから、元金残高は緩やかに減少してい 

く見込みです。 

しかし、令和８年度からは耐用年数を超え 

る管渠が発生してくる見込みであり、令和１ 

６年度以降は、元金残高は５０億程度で下げ 

止まり、その後、上昇していく見込みです。 

 平準化債の活用などにより、償還額を平準 

化し、安定した経営を目指します。 

農業集落排水事業の投資額は、整備が完了 

していることから、大規模な投資は予定せず 

ランニングコストを削減するため、施設の統 

廃合を検討していきます。 

 下水道施設は停止できないことから、今後 

も継続的に施設への投資が必要となります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3 

３ 経営の基本方針 

〇基本理念 

▼表-4 真岡市下水道経営の基本方針、課題、施策及び目標値 

 

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

基本方針 基本目標 施策 課題 具体的な事業・取り組み 業績指標 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度

【快適な生活環境の確保】 (1)汚水管渠の整備推進
・下水道汚水処理施設は未整備地区があ
ることから、引き続き公共下水道の整備
推進が必要

・快適で衛生的な生活環境を維持するため、未整備地
区の公共下水道の新規整備を継続します。
・人口減少等の社会情勢を加味して未整備地区の整備
方針を更新するため、定期的に真岡市生活排水処理構
想を更新します。

・下水道処理人口普及率（公共＋農集）
　R5年度：71.4％
　　中間目標：R11年度に74.5％
　　長期目標：R16年度に77.9％

・真岡市生活排水処理構想の見直し
　　目標：5年に1回見直し

(2)雨水対策の推進

・道路冠水や河川氾濫などの災害から市民を守るた
め、雨水の流出を抑制する雨水調整池の整備を推進し
ます。
・民間事業者の開発行為を活用し、雨水管渠や雨水調
整池などを効率的に整備することで、冠水被害の軽減
とコストの抑制を図ります。

・雨水面積整備率
　　R5年度：60.1％
　　中間目標：R11年度に63.0％
　　長期目標：R16年度に64.6％

・貯留施設（雨水調整池）の設置基数
　　R5年度：14施設設置済み
　　中間目標：R11年度までに1施設設置
　　長期目標：R16年度までに2施設設置

(3)減災対策の推進
・浸水時の被害を最小限に抑えるため、事前の備えと
して、危険個所や浸水想定区域などの情報を住民へ提
供する内水ハザードマップを策定した。

・内水ハザードマップ策定年度
　　目標：R6年度に策定済、R16まで防災対策に活用

(3)処理場の耐水化
・水害に対し、下水道の処理機能を維持する又は早期
復旧を図るため、処理場における電源の浸水対策な
ど、耐水化対策を実施します。

・耐水化率（対象施設：真岡市水処理センター内10施設）
　　R5年度：耐水化済み施設0施設
　　中間目標：R11年度までに7施設を耐水化
　　長期目標：R16年度までに10施設を耐水化

(6)使用料の見直し

・人口減少や物価動向などの社会情勢の変化や、経費
の削減状況などを総合的に反映しながら、定期的に使
用料の見直しについて検証し、検証結果に応じて、使
用料の改定を検討します。

・使用料見直し
　　目標：5年に1回実施
・経費回収率（公共・農集）
　策 定  時（令和 ５年度）公共：96.1％　農集：60.9％
　中間目標（令和11年度）公共：85.0％　農集：50.0％ 以上
　長期目標（令和16年度）公共：80.0％　農集：46.0％ 以上

実施時期

１快適・安全な
　生活環境の確保

【安全な生活環境の確保】
・集中豪雨等による浸水被害を軽減し、
市民の暮らしを守るため継続的な雨水対
策が必要

【災害対応力の向上】

(2)下水道BCPの継続的運用、
　 減災対策の推進

・災害時に人命を守りながら、下水道機能を確保する
ため、下水道BCPを毎年度更新するとともに、非常
時を想定した訓練を年1回以上実施します。

・避難訓練の実施
　　R５年度：年に1回実施
　　目標：年に1回実施を継続

【下水道機能の維持】
(1)計画的な維持管理及び修繕・
　 改築の推進

・真岡市ストックマネジメント計画に基づき、優先順
位の高い施設から調査・点検を行い、状況に応じて適
切な更新・修繕を実施します。

・管きょ・処理場調査実施
　　処理場目標：重要度に応じ、5年に1回実施
　　管きょ目標：供用開始50年を経過する管路43kmを調査
　　R5年度：0m
　　中間目標：R11年度までに11km調査
　　長期目標：R16年度までに22km調査

・管渠緊急度、施設健全度
　　目標：管渠緊急度が2以下の延長0m
　　　　　施設健全度2以下の施設が0基

・法定耐用年数を超過する施設が増加し
ていくことが見込まれていることから、
長期的視点に立った施設管理が必要

・災害時に下水道施設の継続的な稼働又
は早期の復旧が求められることから、災
害対策、対応力の向上が必要

３安定した
　下水道経営

【安定した下水道経営】

(1)組織体制における人員配置の
　 適正な見直し

・その年度の業務内容、業務量に応じた適正な人員配
置を毎年度見直しします。
・人材育成のための研修会への参加を推進し、下水道
の維持管理、企業経営などに必要な知識の向上や技術
の継承を行います。

・業務量に応じ、毎年度人員配置の見直しを行う。

・研修会参加回数
　　令和５年度：延べ5回／年
　　目標：延べ5回／年

(2)農業集落排水処理施設の統廃合

・農業集落排水の施設の最適化や経営の効率化を図る
ため、施設の統合や下水道への接続を検討し、公共下
水道と農業集落排水の共同化を推進します。
・共同化にあたっては、施設の老朽化や地形状況を踏
まえて経済性を比較し、統廃合計画を策定します。

２下水道機能の
　維持・向上

・農業集落排水処理場の統廃合
　　令和５年度：11処理場が稼働
　　目標：R16年度までに統廃合計画を策定

(3)経営の効率化

・処理場の維持管理や運転を一体的に委託することに
より効率化を図り、水処理費用の削減を図ります。
・管路についても低廉で優良な下水道サービス提供の
ため、民間への委託範囲を検討します。

・公共水処理センター管理の外部委託の実施
　　（R6年度より実施）
・民間への業務委託拡大の検討
・経常経費の削減
・DXの推進

【財政基盤の強化】

【情報発信】 (7)下水道情報の発信

・ホームページや広報誌により下水道情報を発信しま
す。
・デザインマンホールのデザインを貸し出すことによ
り、下水道事業を広報周知します。
・下水道いろいろコンクールを活用し、若年層の下水
道への理解を深めます。
・社会科見学などで処理場を公開し、汚水処理の重要
性の認識を広めます。
・小学生による魚の放流事業を行い、下水道への関心
を集めます。

・事業実施回数
　　目標：年度に2事業以上を継続実施

(4)水洗化の促進

・下水道使用者の負担公平のため、また公共下水道事
業を継続的に経営していくため、戸別訪問などを行
い、公共下水道と農業集落排水未接続世帯の加入促進
を図ります。

・水洗化率（公共・農集）
　　策 定  時：R5年度　  公共：97.0％　農集：93.0％
　　中間目標：R11年度　公共：98.2％　農集：98.1％
　　長期目標：R16年度　公共：98.2％　農集：98.1％

(5)有収率の向上
・下水以外の雨水等の侵入に対応するため、カメラに
よる調査や管渠の更新に合わせた調査を行い、修繕が
必要な個所を特定して適切な対策を実施します。

・有収率
　　令和５年度：公共　86.8％、農集　71.9％
　　中間目標：R11年度に公共88.8％、農集73.9％
　　長期目標：R16年度に公共90.8％、農集75.9％

・流動比率が低いことから、支払能力を
向上させるため、流動比率を高めること
が必要

・下水道経営の安定化のため、効率的な
経営の実現や、収入増加の対策が必要

・農業集落排水においては有収率が低い
ことから、調査等による原因の究明と不
明水対策の実施が必要

真岡市生活排水処理構想更新 真岡市生活排水処理構想更新

内水ハザードマップの策定

使用料見直しの実施 使用料見直しの実施

下水道事業の実施

下水道未整備地域の整備（汚水）

下水道未整備地域の整備（雨水）

貯留施設（雨水調整池）の整備

ストマネ計画に基づく施設の調査・点検、更新・修繕の実施

避難訓練の実施（毎年1回）

耐水化対策の実施

適正な職員配置の見直し

研修会への参加

農集統廃合

計画の策定

農集処理場の統廃合検討

公共水再生センター管理の外部委託の実施

戸別訪問等による普及促進活動の実施

カメラ調査、管渠更新に合わせた調査、対策の実施

民間への事業委託の検討

経常経費の削減

使用料見直しの実施


